
 （単位：円）
　資　産　の　部

本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　減
固定資産 67,275,051,365 68,541,840,130 △ 1,266,788,765
有形固定資産 21,719,065,950 22,128,229,934 △ 409,163,984
土　地 718,909,993 718,909,993 0
建　物 15,025,661,623 15,454,336,507 △ 428,674,884
構築物 1,268,059,580 1,318,401,327 △ 50,341,747
教育研究用機器備品 398,861,275 394,011,723 4,849,552
その他の機器備品 59,763,146 66,681,477 △ 6,918,331
図　書 4,243,027,016 4,175,654,480 67,372,536
車　輌 3,733,317 234,427 3,498,890
建設仮勘定 1,050,000 0 1,050,000

その他の固定資産 45,555,985,415 46,413,610,196 △ 857,624,781
電話加入権 970,200 970,200 0
施設利用権 9,301,800 9,301,800 0
有価証券 259,079,884 334,526,092 △ 75,446,208
差入保証金 1,270,000 1,250,000 20,000
退職年金積立金 425,834,196 455,175,760 △ 29,341,564
長期貸付金 3,263,875 5,036,875 △ 1,773,000
第３号基本金引当資産 39,538,319,482 39,538,319,482 0
施設整備特定資産 4,704,677,435 5,329,677,435 △ 625,000,000
教育環境整備特定資産 613,268,543 739,352,552 △ 126,084,009

流動資産 1,284,509,205 1,239,116,779 45,392,426
現金預金 993,354,667 878,661,034 114,693,633
未収入金 241,885,908 318,666,497 △ 76,780,589
貯蔵品 3,972,795 4,674,371 △ 701,576
短期貸付金 1,773,000 2,143,000 △ 370,000
前払金 18,007,191 14,563,180 3,444,011
立替金 25,515,644 20,408,697 5,106,947

68,559,560,570 69,780,956,909 △ 1,221,396,339

貸　　借　　対　　照　　表
平成26年（2014年）3月31日

科　　　　　　　　目

資　産　の　部　合　計



 （単位：円）
　負　債　の　部

本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　減
固定負債 6,412,987,260 6,803,174,756 △ 390,187,496

長期借入金 4,438,666,000 4,804,402,000 △ 365,736,000
退職給与引当金 1,895,157,440 1,898,414,111 △ 3,256,671
退職年金預り金 48,781,494 54,175,109 △ 5,393,615
長期未払金 30,382,326 46,183,536 △ 15,801,210

流動負債 3,223,013,915 3,074,180,032 148,833,883
短期借入金 2,035,736,000 1,820,656,000 215,080,000
未払金 347,897,621 367,848,075 △ 19,950,454
前受金 737,798,028 769,458,963 △ 31,660,935
預り金 101,582,266 116,216,994 △ 14,634,728

9,636,001,175 9,877,354,788 △ 241,353,613
　基　本　金　の　部

本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　減
第１号基本金 32,192,235,023 31,390,750,548 801,484,475
第２号基本金 0 0 0
第３号基本金 39,538,319,482 39,538,319,482 0
第４号基本金 577,000,000 577,000,000 0

72,307,554,505 71,506,070,030 801,484,475
　消  費  収  支  差  額  の  部

本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　減
翌年度繰越消費支出超過額 13,383,995,110 11,602,467,909 1,781,527,201

△ 13,383,995,110 △ 11,602,467,909 △ 1,781,527,201
本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　減

68,559,560,570 69,780,956,909 △ 1,221,396,339

（注）
1. 重要な会計方針
（１）引当金の計上基準
　徴収不能引当金
　　未収入金等の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。
　退職給与引当金

（２）その他の重要な会計方針
　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　食堂その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法
　　補助活動に係る収支は総額で表示している。

2. 重要な会計方針の変更等

3. 減価償却額の累計額の合計額 15,237,754,555円

4. 徴収不能引当金の合計額 33,774,275円

　　大学の教職員及び高等学校の職員に係わる退職給与引当金については、期末要支給額1,979,483,977円の100％
　　を基にして私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額を計
　　上しており、高等学校の教員に係わる退職給与引当金については、期末要支給額556,328,983円から東京都私
　　学財団からの交付金相当額を控除した金額の100％を計上している。

　　預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

　該当なし

　  負債の部、基本金の部及び
　  消費収支差額の部

科　　　　　　　　目

負　債　の　部　合　計

科　　　　　　　　目

基  本  金  の  部  合  計

科　　　　　　　　目

消費収支差額の部合計
科　　　　　　　　目



5.

土　地 29,567,440円
土　地（根抵当権） 7,924,499円
建　物（根抵当権） 98,461,930円

6. 翌会計年度以降の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 4,774,857,482円

7. その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項
（１）引当資産等で運用している有価証券の時価情報 （単位：円）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額
時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

33,486,074,656 36,347,269,930 2,861,195,274

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

2,940,074,525 2,595,667,331 △ 344,407,194

合　　　計 36,426,149,181 38,942,937,261 2,516,788,080

（２）学校法人の出資による会社に係る事項

（３）偶発債務

（４）所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　※再リース料を除いた全てのリース契約
　① 平成21年4月1日以降に開始したリース取引
　リース物件の種類　 　リース料総額　 　未経過リース料期末残高　

　　教育研究用機器備品 25,187,339円　 10,040,588円　
　　その他の機器備品　 10,982,222円　 3,802,782円　
　　教育研究用消耗品 72,293,111円　 27,596,741円　
　　管理用消耗品 　　9,423,632円　 4,056,835円　
　② 平成21年3月31日以前に開始したリース取引
　リース資産の種類　 　リース料総額　 　未経過リース料期末残高　

　　教育研究用機器備品 　　　1,343,160円　 206,640円　
　　その他の機器備品　 1,406,160円　 97,650円　

8. 関連当事者との取引
関連当事者との取引内容は、次のとおりである。 （単位：円）
 属性　　　　 氏名 取引金額（期末残高）
理事長　　北城　恪太郎 4,160,660,000

813,742,000財団法人東京都私学財団からの借入に対する被保証（注2）
（注1）図書館、学生会館、大学食堂、学生寮等建設、本館耐震改修、高等学校校舎増改築に係る日本私立学校振
　　　 興・共済事業団との金銭消費貸借契約において、当法人と連帯して 債務を負っている。
（注2）高等学校体育館建設及び入学支度金に係る財団法人東京都私学財団との金銭消費貸借契約において、当法人
　　　 と連帯して債務を負っている。

日本私立学校振興・共済事業団からの借入に対する被保証（注1）

担保に供されている資産の種類及び額
　担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

　　下記について債務保証を行っている。
　　提携学費ローン債務保証額2,440,358,677円（内訳三菱東京ＵＦＪ銀行288,617,681円、みずほ銀行
　　2,151,740,996円）

当　年　度　（平成26年3月31日現在）

　　当学校法人の出資割合が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。
　　① 名称及び事業内容　　株式会社ＩＣＵサービス　　物品調達事業、自販機事業、損害保険代理業ほか
　　② 資本金の額　　　　　　　　　　　　 9,000,000円
　　③ 学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日
　　　　　　　 平成22年7月1日　　9,000,000円　　180株
　　④ 当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額
　　　　当該会社からの受入額　　寄付金　1,000,000円、賃料等　3,083,075円
　　　　当該会社への支払額　　物品調達等　2,199,562円、委託手数料　225,701円、保険料　553,900円
　　⑤ 当該会社の債務に係る保証債務　　学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースのうち、平成
　　10年4月以降締結したものは次のとおりである。

取引の内容


